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○大仙市議会議員政治倫理条例施行規則 

平成２３年６月２７日 

議会規則第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大仙市議会議員政治倫理条例（平成２３年大仙市条例第４３号。以下

「条例」という。）第１３条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（就業報告） 

第２条 条例第６条第１項に規定する就業報告書は、様式第１号によるものとする。 

（審査会の委員長及び副委員長） 

第３条 条例第８条第１項に規定する大仙市議会議員政治倫理審査会（以下「審査会」とい

う。）に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、副委員長がそ

の職務を代理する。 

（審査会の会議） 

第４条 審査会の会議は、委員長が招集する。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会議の議長の決するとこ

ろによる。 

（会議の傍聴） 

第５条 会議の傍聴については、大仙市議会傍聴規則（平成１７年大仙市議会規則第２号）

の例による。 

（審査会委員の除斥） 

第６条 審査会の委員は、自己若しくは配偶者、２親等内の血族若しくは同居の親族の従事

する業務に直接の利害関係のある事件については、その審査に参与することができない。 

（審査会の庶務） 

第７条 審査会の庶務は、議会事務局において処理する。 

（審査請求） 

第８条 条例第７条第１項の規定により審査を請求しようとする者は、審査請求書（様式第

２号）及び審査請求者名簿（様式第３号）を議長に提出しなければならない。 
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２ 条例第７条第２項の規定により審査を請求しようとする議員は、審査請求書（様式第４

号）を議長に提出しなければならない。 

３ 前２項の審査請求書に添付する疑義を証する資料は、条例第４条政治倫理基準の遵守又

は条例第５条市との請負契約等に対する遵守事項等に違反する疑いのある事実を具体的

に指摘するものでなければならない。 

４ 議長は、第１項及び第２項の規定により審査請求書が提出されたときは、審査請求書と

添付資料の写しを添えて速やかに審査会に提出し、審査を求めるとともに、当該議員に審

査請求書及び添付資料の写しを送付しなければならない。 

５ 条例第７条第１項に規定する連署は、様式第３号の例による署名簿に、審査請求書又は

審査請求書の写しを付して求めるものとする。この場合において、署名は年月日、住所及

び氏名を自筆により記載し、押印をしたものでなければならない。 

６ 条例第７条第１項において、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第６項に

定める期間は審査の請求及び署名を求めることができない。 

（審査請求書等の不備の補正） 

第９条 議長は、前条により審査請求を受けた場合において、当該審査請求書の記載事項及

び添付書類に不備があるときは、当該審査請求を行った者に、その補正を命ずるものとす

る。 

（審査請求の却下） 

第１０条 議長は、審査請求を行った者が前条の規定による補正命令に従わないときは、当

該審査請求を却下するものとする。 

（議員の弁明） 

第１１条 条例第７条第１項又は第２項の審査の申立てをされた議員（以下「当該議員」と

いう。）は、条例第３条第３項により疑惑を解明し、責任を明らかにするため、大仙市議

会会議規則（平成１７年大仙市議会規則第１号）によらないで議長に対し、自己の弁明の

機会を設けるよう要求できるものとする。 

（勧告） 

第１２条 条例第９条第２項に定める措置の種別は、次のとおりとする。 

（１） 注意 

（２） 一定期間の出席自粛勧告 

（３） 議長等の役職辞任勧告 

（４） 議員辞職勧告 
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（関係人等への調査） 

第１３条 審査会が条例第９条第３項の規定により委員以外の者を会議に出席させ、その意

見を聴き、又は委員以外の者から資料の提出を求めるときは、議長に通知しなければなら

ない。 

（審査結果の公表） 

第１４条 条例第９条第６項の規定による概要の公表は、大仙市議会広報紙等に掲載して行

うものとする。 

（弁明書） 

第１５条 条例第１１条第１項に規定する弁明書は、様式第５号によるものとする。 

２ 前項の弁明書は、審査会の審査結果の通知があった日から起算して１４日以内に提出し

なければならない。 

（関係私企業等の届出） 

第１６条 条例第５条第２項に規定する届出書は、様式第６号によるものとする。 

（公表する請負契約等の額） 

第１７条 条例第５条第６項及び第７項に規定する別に定める額は、１件当たりの額が１０

万円とする。ただし、単価契約の場合は、当該契約期間終了後における支払総額が５０万

円とする。 

（請負契約等の報告） 

第１８条 条例第５条第６項に基づく市長の報告事項は、事業名、請負人の氏名、請負契約

等の内容、請負契約等の金額、発注期日及び工事にあっては完成期日、業務委託にあって

は委託終了期日、物品にあっては納入期日とするほか、条例第５条第１項ただし書の規定

に基づく請負契約等の場合は、これに請負人の選定理由も付すものとする。 

２ 議長は、前項の報告を受けた場合、直近の定例会において報告するほか、大仙市議会広

報紙等により市民に公表するものとする。 

（その他） 

第１９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、議長が別に定める。ただし、審査会

の運営に関し必要な事項は、審査会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２３年１０月１日から施行する。 

（最初の会議の招集日） 
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２ 審査会の委員が指名された後最初に招集すべき会議は、第３条第１項の規定にかかわら

ず、議長が招集する。 
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